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連 結 貸 借 対 照 表 
(平成 30年 3月 31 日現在) 

(単位：百万円) 

資  産  の  部  負  債  の  部 

科    目 金 額  科   目 金 額 

流 動 資 産 89,464  流 動 負 債 103,112 

現 金 及 び 預 金 1,365  支 払 手 形 及 び 買 掛 金 57,153 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 27,724  1年内返済予定の長期借入金 14,923 

商 品 及 び 製 品 52,099  1 年内償還予定の社債 210 

仕 掛 品 835  リ ー ス 債 務 92 

預 け 金 3,625  未 払 金 23,465 

繰 延 税 金 資 産 1,339  未 払 法 人 税 等 1,599 

そ の 他 2,508  そ の 他 5,667 

貸 倒 引 当 金 △35    

   固 定 負 債 66,462 

固 定 資 産 133,678  社 債 450 

有 形 固 定 資 産 115,899  長 期 借 入 金 26,244 

建 物 及 び 構 築 物 24,863  リ ー ス 債 務 330 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 22,895  繰 延 税 金 負 債 1 

土 地 65,869  再評価に係る繰延税金負債 5,820 

リ ー ス 資 産 409  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 743 

建 設 仮 勘 定 517  退 職 給 付 に 係 る 負 債 32,181 

そ の 他 1,343  資 産 除 去 債 務 255 

無 形 固 定 資 産 1,543  そ の 他 434 

投 資 そ の 他 の 資 産 16,235  負 債 合 計 169,574 

投 資 有 価 証 券 2,547  純  資  産  の  部 

繰 延 税 金 資 産 8,821  株 主 資 本 45,234 

そ の 他 5,276  資 本 金 6,975 

貸 倒 引 当 金 △410  資 本 剰 余 金 6,823 

   利 益 剰 余 金 31,447 

繰 延 資 産 6  自 己 株 式 △12 

社 債 発 行 費 6  そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 8,311 

   その他有価証券評価差額金 460 

   土 地 再 評 価 差 額 金 9,260 

   退職給付に係る調整累計額 △1,410 

   非 支 配 株 主 持 分 29 

   純 資 産 合 計 53,575 

資 産 合 計 223,149  負 債 及 び 純 資 産 合 計 223,149 
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連 結 損 益 計 算 書 

(       ) 
 

(単位：百万円) 

売 上 高  437,717 

売 上 原 価  354,583 

売 上 総 利 益  83,133 

販売費及び一般管理費  76,590 

営 業 利 益  6,542 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 17  

受 取 配 当 金 145  

受 取 賃 貸 料 118  

そ の 他 営 業 外 収 益 562 844 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 546  

そ の 他 営 業 外 費 用 199 745 

経 常 利 益  6,641 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 19  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 976 995 

特 別 損 失   

固 定 資 産 処 分 損 188  

減 損 損 失 70  

そ の 他 特 別 損 失 72 331 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  7,305 

法人税、住民税及び事業税 2,864  

法 人 税 等 調 整 額 △250 2,614 

当 期 純 利 益  4,691 

非支配株主に帰属する当期純利益  0 

親会社株主に帰属する当期純利益  4,691 
 

自平成 29 年 4 月 01 日 

至平成 30 年 3 月 31 日 
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連結株主資本等変動計算書 

(       ) 
 

(単位：百万円) 

 
株   主   資   本 

資  本  金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当期首残高 6,975 6,823 27,559 △11 41,347 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △803  △803 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  4,691  4,691 

自己株式の取得    △0 △0 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 

     

連結会計年度中の変動額合計   3,888 △0 3,887 

当期末残高 6,975 6,823 31,447 △12 45,234 

 

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主 
持   分 

純資産合計 そ の 他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差 額 金 

退職給付に 
係 る 

調整累計額 

その他の 
包括利益 
累計額合計 

当期首残高 487 9,260 △1,264 8,484 29 49,860 

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当      △803 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

     4,691 

自己株式の取得      △0 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 

△27  △145 △172 0 △172 

連結会計年度中の変動額合計 △27  △145 △172 0 3,714 

当期末残高 460 9,260 △1,410 8,311 29 53,575 

 

自平成 29 年 04 月 01 日 

至平成 30 年 03 月 31 日 
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連 結 注 記 表 
 

１.記載金額 
記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

 
２.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）連結の範囲に関する事項 
①連結子会社の数 10 社 
②主要な連結子会社の名称 ヤナセバイエルンモーターズ㈱ 

ヤナセオートモーティブ㈱ 
㈱ヤナセオートシステムズ 

従来、連結子会社であった㈱ヤナセ東北、㈱ヤナセ鳥取及び㈱ヤナセ熊本は、平成 29 年 10 月 1 日を期日
として当社と合併しております。 

③非連結子会社の名称 ㈱アウトグリュック 
㈱コミネ 

④非連結子会社について連結の範囲から除外した理由 
非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連
結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

（２）持分法の適用に関する事項 
持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。 
なお、当社において関連会社に該当する会社はありません。 
持分法を適用しない非連結子会社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）等からみて、連結財務諸表に及ぼす影響は軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の
適用範囲から除外しております。 

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項 
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

（４）会計方針に関する事項 
①有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 
②デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法（為替予約の振当処理及び金利スワップの特例処理を除く） 
③たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商   品 車両は個別法、部品等は総平均法または移動平均法による原価法（収益

性の低下に伴う簿価切下げの方法） 
仕 掛 品 個別法による原価法（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法） 
貯 蔵 品 先入先出法による原価法（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法） 

④固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産(リース資産を除く) 定率法（ただし、平成 10 年 4 月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに平成 28 年 4 月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法） 

無形固定資産(リース資産を除く) 定額法（なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見
込利用可能期間(５年)に基づく定額法） 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が平成 20 年 9 月 30 日以前のリース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

⑤引当金の計上基準 
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。 

⑥退職給付に係る会計処理の方法 
退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。 
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数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間に基づく年数（12
～17年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

小規模企業等における簡便法の採用 
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

⑦外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。 

⑧ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 
なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特
例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段      ヘッジ対象     
為替予約 外貨建金銭債務及び予定取引 
金利スワップ 借入金 

ヘッジ方針 
当社グループの社内規程である「市場リスク管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを
ヘッジすることを原則としております。 

ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、そ
の変動額の比率によって有効性を評価しております。 
なお、振当処理によった為替予約及び特例処理によった金利スワップについては、有効性評価を省略して
おります。 

⑨繰延資産の処理方法 
社債発行費 社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。 

⑩消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。 
⑪連結納税制度の適用 当社及び一部の連結子会社は、当社を連結納税親法人とした連結納税制

度を適用しております。 
 

３.連結貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産 

〔担保に供している資産〕 

    種   類     期末帳簿価額 

商   品 28,284 百万円 

車両運搬具 16,263 百万円 

  計 44,547 百万円 

〔担保に係る債務〕 

    内   容     期末帳簿価額 

買 掛 金 28,403 百万円 

未 払 金 18,060 百万円 

  計 46,463 百万円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 43,085 百万円 

（３）土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当社の事業用土地の再評価を

行なっております。 
再評価を行なった年月日 平成 11 年 9 月 30 日 
 
同法律第 3 条第 3 項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に定める、地価
税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が
定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出 

同法律第 10 条に定める再評価を行なった事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業
用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 5,785 百万円 

 

４.連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

 普通株式 47,260,000 株 
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（２）当連結会計年度中に行なった剰余金の配当に関する事項 

決 議 
株式の 

種 類 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

平成 29 年 5 月 24 日 

取締役会 

普 通 

株 式 
803 17 平成 29 年 3 月 31 日 平成 29 年 6 月 7 日 

（３）当連結会計年度の末日後に行なう剰余金の配当に関する事項 

決 議 
株式の 

種 類 

配当金の総額 

(百万円) 
配当の原資 

１株当たり 

配当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

平成 30 年 5 月 24 日 

取締役会 

普 通 

株 式 
1,653 利益剰余金 35 平成 30 年 3 月 31 日 平成 30 年 6 月 13 日 

 

５.金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金調達については主に銀行借入による方針であり、一時的な余資については親会社

である伊藤忠商事㈱が提供するグループ金融制度を利用した預け金に限定して運用しております。また、

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

当社グループの債権管理の基準に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引

先の信用状況を定期的に把握することにより、リスクの軽減を図っております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的に時価及び発行体の財政状況等を把握するなどの方法によりリスク管理を行

っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。なお、一部の

外貨建て営業債務については、為替の変動リスクを回避するため、デリバティブ取引（為替予約取引）

をヘッジ手段として利用することがあります。 

長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の長期借入金は、金利の変動リスク

に晒されておりますが、長期借入金の一部については、当該リスクを回避し支払利息の固定化を図るた

め、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段 として利用しております。 

なお、全ての金利スワップ取引が特例処理の要件を満たしているため、ヘッジの有効性の評価について

は、その判定をもって、その評価を省略しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた当社グループの社内規程である「市場

リスク管理規程」に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減す

るため、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。 

なお、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資

金収支計画を作成するなどの方法によりリスク管理を行っております。 

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、「（2）金融商品の時価等に関する事

項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る

市場リスクを示すものではありません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注2）参照）。 

(単位：百万円) 

 
連結貸借対照表 
計 上 額 

時 価 差 額 

(1)現金及び預金 

(2)受取手形及び売掛金 

(3)預け金 

(4)投資有価証券 

その他有価証券 

1,365 

27,724 

3,625 

 

1,267 

1,365 

27,724 

3,625 

 

1,267 

- 

- 

- 

 

- 

資  産  計 33,984 33,984 - 
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連結貸借対照表 
計 上 額 

時 価 差 額 

(1)支払手形及び買掛金 

(2)社 債(*1) 

(3)長期借入金(*2) 

57,153 

660 

41,167 

57,153 

664 

41,305 

- 

4 

137 

負  債  計 98,981 99,123 141 

デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されているもの 

 

- 

 

- 

 

- 

デリバティブ取引計 - - - 

(*1) １年内償還予定の社債を含めております。 

(*2) １年内返済予定の長期借入金を含めております。 

（注 1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)預け金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(4)投資有価証券 

投資有価証券は株式であり、時価については取引所の価格によっております。 

なお、投資有価証券は、その他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額

と取得原価との差額は以下のとおりであります。 

(単位：百万円) 

 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差 額 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 1,267 603 663 

小計 1,267 603 663 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 - - - 

小計 - - - 

合   計 1,267 603 603 

負 債 

(1)支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(2)社債 

当社の発行する社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行なった場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(3)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行なった場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。ただし、長期借入金のうち特例処理を採用する金利

スワップをヘッジ手段として利用しているものについては（下記「デリバティブ取引②」参照）、当

該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行なった場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

デリバティブ取引 

①ヘッジ会計が適用されていないもの 

該当するものはありません。 

②ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額等

は、次のとおりであります。 
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(単位：百万円) 

ヘッジ会計の方法 
デリバティブ取引

の種類等 

主な 

ヘッジ対象 

  

時価 
当該時価の 

算定方法  
うち 1 年

超 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・ 

固定支払 

 

 

長期借入金 

 

 

15,473 

 

 

14,748 

 

 

(*) 

 

(*) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「負債（3）

長期借入金」参照）。 

（注 2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

(単位：百万円) 

区  分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 1,280 

非上場株式については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記「資産(3)投資有価証券」には含めてお

りません。 

（注 3） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

(単位：百万円) 

 1 年以内 
1 年超 

5 年以内 
5 年超 

10 年以内 
10 年超 

現金及び預金 

受取手形及び売掛金 

預け金 

1,196 

27,724 

3,625 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

合  計 32,546 - - - 

（注 4） 社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

(単位：百万円) 

 
1 年以内 

1 年超 
2 年以内 

2 年超 
3 年以内 

3 年超 
4 年以内 

4 年超 
5 年以内 

5 年超 

買 掛 金 

社   債 

長期借入金 

55,836 

210 

14,923 

- 

210 

13,193 

- 

240 

7,100 

- 

- 

3,760 

- 

- 

2,190 

- 

- 

- 

合  計 70,970 13,403 7,340 3,760 2,190 - 
 
６.賃貸等不動産に関する注記 

重要性がないため、記載を省略しております。 
 
７.１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たりの純資産額 1,133.50 円 

（２）１株当たりの当期純利益金額 99.30 円 

契約額等 
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貸 借 対 照 表 
(平成 30年 3月 31 日現在) 

(単位：百万円) 

資  産  の  部  負  債  の  部 

科    目 金 額  科   目 金 額 

流 動 資 産 72,107  流 動 負 債 94,818 

現 金 及 び 預 金 665  支 払 手 形 1,269 

売 掛 金 20,573  買 掛 金 46,198 

商 品 及 び 製 品 43,140  1年内返済予定の長期借入金 14,923 

仕 掛 品 492  1 年内償還予定の社債 210 

前 払 費 用 588  リ ー ス 債 務 68 

預 け 金 3,625  未 払 金 22,699 

繰 延 税 金 資 産 1,020  未 払 費 用 2,556 

未 収 入 金 1,751  未 払 法 人 税 等 1,400 

そ の 他 279  前 受 金 1,392 

貸 倒 引 当 金 △30  そ の 他 4,098 

     

固 定 資 産 137,590  固 定 負 債 63,715 

有 形 固 定 資 産 116,403  社 債 450 

建 物 22,955  長 期 借 入 金 26,244 

構 築 物 1,952  リ ー ス 債 務 279 

機 械 及 び 装 置 801  再評価に係る繰延税金負債 5,820 

車 両 運 搬 具 21,039  退 職 給 付 引 当 金 29,951 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,081  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 660 

土 地 67,717  資 産 除 去 債 務 255 

リ ー ス 資 産 340  そ の 他 53 

建 設 仮 勘 定 515    

無 形 固 定 資 産 1,456  負 債 合 計 158,534 

借 地 権 843  純  資  産  の  部 

ソ フ ト ウ ェ ア 501  株 主 資 本 41,451 

そ の 他 111  資 本 金 6,975 

投 資 そ の 他 の 資 産 19,729  資 本 剰 余 金 6,823 

投 資 有 価 証 券 2,423  資 本 準 備 金 6,822 

関 係 会 社 株 式 3,810  そ の 他 資 本 剰 余 金 0 

長 期 貸 付 金 1,466  利 益 剰 余 金 27,665 

差 入 保 証 金 4,384  利 益 準 備 金 230 

繰 延 税 金 資 産 8,000  そ の 他 利 益 剰 余 金 27,435 

そ の 他 715  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 3,073 

貸 倒 引 当 金 △1,071  別 途 積 立 金 12,000 

   繰 越 利 益 剰 余 金 12,361 

繰 延 資 産 6  自 己 株 式 △12 

社 債 発 行 費 6    

   評 価 ・ 換 算 差 額 等 9,718 

   その他有価証券評価差額金 458 

   土 地 再 評 価 差 額 金 9,260 

     

   純 資 産 合 計 51,170 

資 産 合 計 209,705  負 債 及 び 純 資 産 合 計 209,705 
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損 益 計 算 書 

(       ) 
 

(単位：百万円) 

売 上 高  358,961 

売 上 原 価  297,125 

売 上 総 利 益  61,835 

販売費及び一般管理費  58,497 

営 業 利 益  3,337 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 69  

受 取 配 当 金 485  

受 取 賃 貸 料 1,165  

そ の 他 営 業 外 収 益 574 2,295 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 557  

そ の 他 営 業 外 費 用 173 730 

経 常 利 益  4,902 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 19  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 976  

抱 合 株 式 消 滅 差 益 1,376 2,372 

特 別 損 失   

固 定 資 産 処 分 損 186  

関係会社貸倒引当金繰入額 521  

そ の 他 特 別 損 失 72 780 

税 引 前 当 期 純 利 益  6,494 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,050  

法 人 税 等 調 整 額 △223 1,826 

当 期 純 利 益  4,668 
 

自平成 29 年 4 月 01 日 

至平成 30 年 3 月 31 日 
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株主資本等変動計算書 

(       ) 
 

(単位：百万円) 

 

株   主   資   本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自 己 
株 式 

株 主 
資 本 
合 計 

資 本 
準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 
益 
準 
備 
金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 
利 益 
剰余金 
合 計 

固定資産 

圧  縮 

積 立 金 

別 途 
積立金 

繰 越 
利 益 
剰余金 

当期首残高 6,975 6,822 0 6,823 230 3,196 12,000 8,373 23,799 △11 37,587 

当期変動額            

剰余金の配当        △803 △803  △803 

当期純利益        4,668 4,668  4,668 

自己株式の取得          △0 △0 

固定資産圧縮積立金の
取崩 

     △122  122 -  - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

           

当期変動額合計      △122  3,987 3,865 △0 3,864 

当期末残高 6,975 6,822 0 6,823 230 3,073 12,000 12,361 27,665 △12 41,451 

 

 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等 

合  計 

当期首残高 485 9,260 9,746 47,333 

当期変動額     

剰余金の配当    △803 

当期純利益    4,668 

自己株式の取得    △0 

固定資産圧縮積立金の
取崩 

   - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△27  △27 △27 

当期変動額合計 △27  △27 3,837 

当期末残高 458 9,260 9,718 51,170 
 

自平成 29 年 4 月 01 日 

至平成 30 年 3 月 31 日 
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個 別 注 記 表 
 

１．記載金額 

記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
 

２．重要な会計方針 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

デリバティブの評価基準及び評価方法 

 時価法（金利スワップの特例処理を除く） 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商   品 車両は個別法、部品等は移動平均法による原価法（収益性の低下に伴う

簿価切下げの方法） 

仕 掛 品 個別法による原価法（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法） 

貯 蔵 品 先入先出法による原価法（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 定率法（ただし、平成 10 年 4 月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法） 

無形固定資産(リース資産を除く) 定額法（なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見

込利用可能期間(5 年)に基づく定額法） 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成 20 年 9 月 30 日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（３）繰延資産の処理方法 

社債発行費 社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。 

（４）引当金の計上基準 

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に充てるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間に基づく定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしております。 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

（６）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しております。 
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ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場リスク管理規程」に基づき、金利変動リスクをヘッジすることを原則として

おります。 

ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、  

その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

なお、特例処理によった金利スワップについては、有効性評価を省略しております。 

（７）退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの方

法と異なっております。 

（８）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

（９）連結納税制度の適用 

当社を連結納税親法人とした連結納税制度を適用しております。 
 

３．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産 

〔担保に供している資産〕 

    種   類     期末帳簿価額 

商   品 24,294 百万円 

車両運搬具 16,201 百万円 

  計 40,496 百万円 

〔担保に係る債務〕 

    内   容     期末帳簿価額 

買 掛 金 23,994 百万円 

未 払 金 17,992 百万円 

  計 41,986 百万円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 40,935 百万円 

（３）保証債務 

関係会社の仕入に対する債務保証 9,465 百万円 

（４）関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権 1,154 百万円 

長期金銭債権 1,614 百万円 

短期金銭債務 5,650 百万円 

（５）土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用土地の再評価を行なっ

ております。 

再評価を行なった年月日 平成 11 年 9 月 30 日 

同法律第 3 条第 3 項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に定める、地価

税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出 

同法律第 10 条に定める再評価を行なった事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 5,785 百万円 
 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引 

（１）売 上 高 10,672 百万円 

（２）営業費用 18,209 百万円 

（３）営業取引以外の取引高 2,459 百万円 
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５．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の数 

普通株式 20,874 株 
 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

未払事業税 99 百万円 

未払事業所税 41 百万円 

貸倒引当金 108 百万円 

未払賞与金 771 百万円 

退職給付引当金 9,171 百万円 

減損損失 71 百万円 

資産除去債務 91 百万円 

その他  1,941 百万円 

  繰延税金資産小計  12,296 百万円 

評価性引当額 △1,679 百万円 

  繰延税金資産合計  10,616 百万円 

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △1,356 百万円 

資産除去債務に対応する除去費用 △37 百万円 

その他有価証券評価差額金  △202 百万円 

  繰延税金負債合計 △1,596 百万円 

繰延税金資産の純額  9,020 百万円 
 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

リース取引開始日が平成 20 年 9 月 30 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

（１）当事業年度末におけるリース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相 当 額 
(百万円) 

減価償却累計額 
相 当 額 
(百万円) 

期末残高 
相 当 額 
(百万円) 

工具、器具及び備品 5 5 0 

合 計 5 5 0 
 

（２）当事業年度末における未経過リース料期末残高相当額 

 1 年内 0 百万円 

 1 年超 -百万円  

 合 計 0 百万円 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

  兄弟会社等 

属 性 会社等の名称 
議決権等 
の所有(被
所有)割合 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

親会社
の 

子会社 

伊藤忠 
ﾄﾚｼﾞｬﾘｰ㈱ 

なし 資金取引 
資金取引 
（注 1） 

3,625 
 
預け金 
 

3,625 
 

（注 1） 資金取引は、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、取引金額は期中におけ

る増減額を記載しております。 
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  子会社等 

属 性 会社等の名称 
議決権等 
の所有(被
所有)割合 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 

ﾔﾅｾﾊﾞｲｴﾙﾝ 
ﾓｰﾀｰｽﾞ㈱ 

所有 
直接 100% 

商品の販売
及び購入 

債務保証 
（注 1） 
土地、建物
の賃貸 
（注 2） 

4,866 
 

233 
 
 

その他 
(投資その
他の資産) 
 
 

46 
 
 
 
 

ﾔﾅｾ 
ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ㈱ 

所有 
直接 100% 

商品の販売
及び購入 

債務保証 
（注 1） 
土地、建物
の賃貸 
（注 2） 

2,444 
 

327 
 
 

未収入金 
 
 
 
 

60 
 
 
 
 

㈱ﾔﾅｾ 
ｵｰﾄｼｽﾃﾑｽﾞ 

所有 
直接 100% 

商品の購入 
土地、建物
の賃貸 
 

 
255 

 

 
未収入金 
 

 
37 
 

（注 1） 仕入債務に対して債務保証を行っているものであります。 

（注 2） 賃貸料は、近隣相場等を勘案し合理的に決定しております。 

（注 3） 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
 

９．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たりの純資産額 1,083.22 円 

（２）１株当たりの当期純利益金額 98.82 円 

 


